秦野市防火・危険物安全協会加入等に関する細則

（昭和５０年６月２３日施行）

　（趣旨）　　　　　
第１条　この細則は、秦野市防火・危険物安全協会会則（昭和５０年会則第１号。以下「会則」という。）第２０条の規定により協会に加入又は退会することについて必要な事項を定める。

（平成２３・一部改正）
　（加入の手続）

第２条　会則第５条の規定により加入しようとする者は、会長に入会届を提出する。

  （平成１０・一部改正）

　（加入の承認）

第３条　会長は、加入承認をするときは、加入承認通知書を前項の規定による提出した者に通知するとともに、会員名簿に登録する。

（平成１０・追加）
　（退会）

第４条　会員が退会しようとするときは、そのことを退会届により届け出を会長に提出する。ただし、会費の未納の場合は、退会するときに納入しなければならない。

（平成１０・一部改正・旧３繰下）
（除 名）

第５条　会員が次の各号の一にでも該当した場合、理事会の議決または会長が承認することにより、その会員を除名することができる。

(1) 本協会の名誉、信用を傷つけ、または秩序を乱した場合

(2) 会員が会費の支払を滞納し、催告にも応じない場合

(3) 本協会の運営を故意に妨害した場合

２　前項の除名を行なった場合は、除名決定通知書により当該会員に通知するとともに会員名簿から削除するものとする。

（平成２３・追加）
　　　附　則

　この細則は、平成１０年３月２７日から施行する。
     附　則

  この細則は、平成２３年６月  １日から施行する。
　附　則

　この細則は、平成２５年８月  ２日から施行する。
第１号様式（第２条関係）

年　　月　　日

（あて先）

秦野市防火・危険物安全協会会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

入　　　会　　　届

　貴協会の趣旨に賛同し、入会したいので届け出します。

	名　  　称


	

	所　在　地


	電話

	代　表　者


	

	連絡責任者

職、氏名


	（正）
	（副）


第２号様式（第３条関係）

年　　月　　日

　（あて先）

　　　　　　　　　　　　　様


　




秦野市防火・危険物安全協会
会長　　　　　　   　　㊞

加　入　承　認　通　知　書

　　　　　年　　月　　日をもって届け出のあった、あなたの秦野市防火・危険物安全協会入会届出はこれを承認し、会員名簿に登録したので通知します。

　登録番号　　　　　　　　　　　号

第３号様式（第４条関係）

年　　月　　日

　（あて先）

秦野市防火・危険物安全協会
会長　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　㊞

退　　　　会　　　　届

この度、　　　　年　　月　　日付けで秦野市防火・危険物安全協会を退会したいので届け出します。

　

第４号様式（第５条関係）

年　　月　　日

　（あて先）

　　　　　　　　　　　　　殿

秦野市防火・危険物安全協会

　　　会長　　　     　　　　　㊞
除　名　決　定　通　知　書

　　貴殿は、秦野市防火・危険物安全協会加入等に関する細則第５条の規定により

平成　　年　　月　　日　下記の理由により除名となることが決定され、会員名簿から抹消したので通知します。

　

　１．除名を決議した事由

１ 　本協会の名誉、信用を傷つけ、または秩序を乱した場合

２ 　会員が会費の支払を滞納し、催告にも応じない場合

３ 　本協会の運営を故意に妨害した場合

秦野市防火・危険物安全協会表彰に関する細則

（昭和５０年６月２３日施行）

　（趣旨）         
第１条　この細則は、秦野市防火・危険物安全協会会則（昭和５０年会則第１号。）第２０条の規定により表彰事務の執行等について必要な事項を定める。

（平成２３・一部改正）

　（表彰の種別）

第２条　表彰の種別は、特別優良事業所表彰、優良事業所表彰、優良個人表彰及び功労表彰（以下「優良事業所表彰等」という。）とする。

　（表彰の対象）

第３条　次の各号のいずれかに該当するものは、この細則に定めるところにより会長が表彰する。ただし、優良個人表彰のうち、１５年以上の表彰は消防長と連名で表彰することができる。

 (1)  特別優良事業所
　　　防火管理又は危険物保安管理体制を確立し、施設全般の維持管理について、既に優良事業所表彰の受賞経歴があり、永年にわたり継続して他の模範であるもの
(2)　優良事業所

　　　防火管理又は危険物保安管理体制を確立し、施設全般の維持管理について、他の模範であるもの　　

 (3)　優良個人表彰

　　　防火管理者又は危険物保安監督者等で、５年、１０年、１５年以上業務に従事し、事故防止に優先され、他の模範である者

 (4)　功労表彰

　　ア　協会役員として、その功績が認められる者

　　イ　その他協会の発展に貢献された者

（平成１０・全部改正・旧５繰上）
（平成２５・一部改正）

　（推薦書の申請）

第４条　前条第３号に該当する者については、所属事業所等が表彰者推薦書により会長に申請しなければならない。

（平成１０・追加）

　（決定の通知）

第５条　会長は、表彰することを決定したときは、所属事業所等に通知する。

（平成１０・追加）

　（表彰者選考審査会）

第６条　協会に表彰者選考審査会（以下「審査会」という。）を置く。

２　審査会は、会長の諮問に応じ、表彰者の選考に関する事項を調査審議する。

（平成１０・一部改正・旧２繰下）
　（委員）

第７条　審査会は、８名以内の委員をもって組織する。

２　委員は、会長が指名する。

（平成１０・一部改正・旧３繰下）

　（委員の任期）

第８条　委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。

２　委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の在任期間とする。

（平成１０・一部改正・旧４繰下）

　（庶務）

第９条　審査会の庶務を処理するため、審査会に書記を置く。

（平成１０・追加）

　（表彰の方法）

第１０条　表彰は、表彰状、感謝状及び記念品又は金品を贈り行う。

２　この細則によって優良個人表彰及び功労者に選考された者が、その表彰前に死亡したときは、表彰状等はその遺族に贈呈する。

（平成１０・一部改正・追加・旧６繰下）

　（表彰の時期）

第１１条　表彰は、毎年定例総会においてこれを行う。ただし、会長が特に必要と認めたときは、他の創立記念日等において表彰を行うことができる。

（平成１０・追加）

　（補則）

第１２条　その他事務を処理するために必要な事項については、会長の裁量とする。

（平成１０・旧７繰下）

　　附　則

　この細則は、平成７年７月７日から施行する。

　　附　則

　この細則は、平成１０年３月２７日から施行する。

　　附　則

　この細則は、平成２３年６月  １日から施行する。

附　則

　この細則は、平成２５年８月  ２日から施行する。

附　則

　この細則は、平成２９年７月２８日から施行する。

第１号様式（第４条関係）

表　彰　者　推　薦　書

	事業所名


	　　　　　　　　　　　　　　電話

	所 在 地


	

	職　　名


	

	住　　所


	

	氏　　名


	

	推薦理由




上記のとおり推薦いたします。

秦野市防火・危険物安全協会長　様
推薦者　職

氏　名

秦野市防火・危険物安全協会の旅費等に関する細則
（昭和５０年６月２３日施行）
　（趣旨）          

第１条　この細則は、秦野市防火・危険物安全協会会則（昭和５０年会則第１号。以下「協会」という。）第２０条の規定により会員、事務局長及び事務局員の旅費等の支給について必要な事項を定める。
（平成２３・一部改正、平成２６・一部改正）
　（旅費の支給）
第２条　会員、事務局長及び事務局員が会務のため出張したときは、旅費を支給する。
（平成１０・全部改正、平成２６・一部改正）
　（旅費の種類等）
第３条　旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃及び宿泊料並びに日当とする。
（平成２６・一部改正）
２　旅費の計算等は、秦野市職員の旅費に関する条例（昭和３０年秦野市条例第４６号）を準用する。
３　日当の額は、１日につき２，０００円を会員に支給する。
（平成１０・全部改正、平成１７年一部改正、平成２６・全部改正）
　（出張命令）
第４条　会務のため出張する場合は、その前日までに、出張命令票により会長の承認を得なければならない。
（平成１０・一部改正）
　（勤務命令）
第５条　会長は、必要に応じて事務局員に勤務を命じることができる。ただし、会務運営上、特に必要なときは、予防課職員に協力させることができる。
（平成２６・一部改正）
（復命）
第６条　会務により出張が終了したときは、５日以内にその結果を会長に復命しなければならない。
（平成１０・一部改正）
（委任）
第７条　会長は、第４条及び第５条の承認等について、事務局長に委任する。
（平成１０・一部改正、平成２６・一部改正）
　　　附　則
　この細則は、昭和５８年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成２年９月１０日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成１０年３月２７日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成１７年３月２５日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成２３年６月１日から施行する。
附　則
　この細則は、平成２５年８月２日から施行する。
附　則
　この細則は、平成２６年４月１日から施行する。
秦野市防火・危険物安全協会弔慰金等に関する細則

（昭和５２年４月１日施行）

　（趣旨）        
第１条　この細則は、秦野市防火・危険物安全協会会則（昭和５０年会則第１号。）第２０条の規定により弔慰金等の給付について必要な事項を定める。

（平成２３・一部改正）
　（弔慰金等の給付）

第２条　次の区分により、弔慰金等を給付する。

 (1)　会員が死亡したとき。　　　　　　　１０，０００円

 (2)　その他会長が必要と認めるもの　  　５，０００円又は弔電等
（平成１０・一部改正）

（平成２３・一部改正）

（平成２５・一部改正）
　（連絡方法）

第３条　会員が死亡したときは、理事等を経由して事務局に連絡する。

（平成２３・一部改正）

（平成２５・一部改正）
　　　 附　則

　この細則は、平成２年９月１０日から施行する。

　　　附　則

　この細則は、平成１０年３月２７日から施行する。

　　　附　則

　この細則は、平成２３年６月  １日から施行する。
附　則

　この細則は、平成２５年８月　２日から施行する。

秦野市防火・危険物安全協会財政調整基金に関する細則

（平成１０年３月２７日施行）

　（趣旨）    



              
第１条　記念事業、寄附事業その他財源の不足を生じたときの財源を積み立てるため、秦野市防火・危険物安全協会財政調整基金（以下「基金」という。）を設置する。

（平成２３・一部改正）
　（積立て）

第２条　毎年度基金として積み立てる額は、次に掲げるところによる。

 (1)　秦野市防火・危険物安全協会収入支出予算に定める額

 (2)　秦野市防火・危険物安全協会収入支出決算上生じた剰余金の一部の額

（平成２３・一部改正）
　（管理）

第３条　基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実、かつ、有利な方法により保管しなければならない。

　（処分）

第４条　次の各号のいずれかに該当する場合に限り、基金の全部又は一部を処分することができる。

 (1)　経済事情の変動等により財源が著しく不足する場合に、その不足額をうめるための財源に充てるとき。

 (2)　記念事業、寄附事業及びその他事業で、費用が多額にのぼり会長が必要と認めるとき。

　（委任）

第５条　この細則に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、会長が別に定める。

　　　附　則

この細則は、平成１０年３月２７日から施行する。

　（経過処置）

この細則の施行前、特別会計に属していた現金は、この基金に属する基金とする。

　　　附　則

この細則は、平成２３年６月  １日から施行する。

秦野市防火・危険物安全協会講習会受講助成に関する細則
（平成２８年１２月１日施行）
（趣　旨）        

第１条　この細則は、秦野市防火・危険物安全協会会則（昭和５０年会則第１号。）第２０条の規定により危険物取扱者試験受験準備講習会（以下「講習会」という。）受講に関する助成について必要な事項を定める。
（助　成）
第２条　会員事業所が講習会の受講を本協会に申し込んだとき、受講者１名につき２，０００円を助成する。
（申請等）


第３条　助成の申請は、講習会受講助成金交付申請書兼請求書を提出した者に、前条に定める金額を助成する。なお、受領書に、本協会の細則に定める金額を助成した旨を記載して事務処理する。
　
　　
附　則
この細則は、平成２８年１２月１日から施行する。
附　則
この細則は、令和３年６月３０日から施行する。
附　則
この細則は、令和５年１０月１日から施行する。
第１号様式（第３条関係）

令和　　年　　月　　日

　（あて先）
秦野市防火・危険物安全協会
会長　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　（受講者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
講習会受講助成金交付申請書兼請求書
　講習会に伴う助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請し助成金を請求します。
助成金　２，０００円

切り取らないでお出しください

受　領　書
秦野市防火・危険物安全協会　様
一　金　２，０００円他
　但し　講習会助成金として、上記金額を正に受領しました。
令和　　年　　月　　日
申請事業所　　　　　　　　　　　　
受講者名　　　　　　　　　　　　　
秦野市防火・危険物安全協会高齢者世帯等の住宅用防災機器等設置費の補助事業に関する細則
（令和８年６月３日施行）
　（趣旨）          

第１条　この細則は、秦野市防火・危険物安全協会会則（昭和５０年会則第１号。以下「協会」という。）第２０条の規定に基づき、高齢者世帯等に対する住宅用防災機器等（以下「機器」という。）の設置費の補助事業について必要な事項を定める。
　（補助対象者）
第２条　補助金の交付対象者は、秦野市内に居住し、住民基本台帳に登録され、
次のいずれかに該当するもの。
 (1)　６５歳以上の者が居住する世帯
(2)　身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第１５条第４項に規定す
　 る身体障害者手帳の交付を受けている者、療育手帳制度要綱(昭和４８年
　　９月２７日厚生省発児第１５６号)に規定する療育手帳の交付を受けてい
　　る者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和２５年法律第
１２３号)第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい
る者が居住する世帯
 (3)　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９条第１項に規定する要介
護認定を受けている者が居住する世帯

 (4)　その他、会長が必要と認める世帯
　（補助対象機器）

第３条　補助の対象となる機器は、次に掲げる新品の製品とする。
 (1)　住宅用火災警報器（日本消防検定協会の検定合格品）
 (2)　感震ブレーカー（電気工事を不要とする（一社）日本消防設備安全セン
ター推奨品）
　（補助金の額等）
第４条　補助金の額は、前条に規定する機器の購入費用の２分の１に相当する額とし、１世帯あたり２，０００円を上限とする。
２　前項の規定に関わらず、算出された補助金の額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
３　補助金の交付は、予算の範囲内において先着順とし、同一住居につき１０年に１回を限度とする。
　（交付の方法）
第５条　補助金は、第７条に定める審査後、原則として事務局窓口において現金により支給するものとする。
２　補助金の支給を受けた者は、様式第１号の受領印欄に署名又は押印し、領収に代えるものとする。
　（交付申請及び実績報告）
第６条　補助金の交付を受けようとする者は、機器を設置後、「様式第１号（交付申請兼実績報告書）」に次の書類を添えて事務局に提出しなければならない。
　ただし、第９条の規定により取付支援を受けた場合は、第３号の書類を省略することができる。

 (1)　申請者本人の本人確認書類（運転免許証、健康保険証等）の写

 (2)　領収書の写（購入日、品名、金額、販売店名が確認できるもの）
 (3)　設置状況が確認できる画像（カラー写真または電子データ）
２　様式第１号は、原則として申請者本人が直筆により記入しなければならな
い。

３　申請者は、やむを得ない理由により自ら申請することが困難な場合は、代
理人によりこれを行うことができる。
　　なお、代理人の範囲は、配偶者、３親等以内の親族、又は申請者から法定
代理人として権限を付与された者（成年後見人等）に限るものとする。
４　前項の規定により、代理人が申請を行う場合は、第１項各号に掲げる書類に加え、次に掲げる書類を提出しなければならない。
 (1)　代理人の本人確認書類（運転免許証、健康保険証等）の写（提示のみは
不可とする。）

 (2)　代理権を証する書類（法定代理人にあっては登記事項証明書の写、親族
にあっては本人との関係を証する書類の写、又は様式第１号の代理人申請
者情報欄への記入をもってこれに代えることができる。）
５　第３項の場合に限り、第２項の規定に関わらず、代理人による代筆を認めるものとする。この場合において、代理人は様式第１号に代筆した旨及びその理由を付記しなければならない。
６　補助金の交付は、原則として申請者本人に対して行うものとする。
　　ただし、代理人による受領を希望する場合は、様式第１号の委任欄に申請
者本人の署名（本人が署名できない場合は、前項の規定による代筆、理由の付記及び本人の意思確認がなされていること。）がある場合に限り、これを認めるものとする。この場合において、代理人は受領した補助金を遅滞なく申請者本人に引き渡す義務を負うものとする。
　（交付決定の取消し及び返還）
第７条　会長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
 (1)　偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。
 (2)　本細則の規定に違反したとき。
２　会長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。
３　前項の規定により返還を求められた者は、返還命令の日から１４日以内に、当該返還を求められた額を返還しなければならない。

　（管理台帳の整備及び個人情報の保護）
第８条　会長は、補助金の交付状況を明確にするため、交付決定の内容を記録した管理台帳を整備し、これを３０年保存とする。
２　前項の管理台帳に含まれる個人情報は、補助金の重複交付の防止及び事業の適正な運営を期するための照合を目的として利用するものとする。
３　取得した個人情報は、前項の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。ただし、不正受給の調査等で会長が特に必要と認める場合は、この限りでない。
　（住宅用火災警報器の取付支援）
第９条　第２条に規定する対象者が、第３条第１号に規定する住宅用火災警報器を自ら設置することが困難な場合、消防本部が無償で取り付けの支援を行うものとする。
附　則
この細則は、令和８年６月３日から施行する。


